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Ⅰ 春季賃金改定状況 

 

 １. 春季賃金改定状況 

 

本年の春季賃金改定状況は、有効回答を得た 236 事業所のうち、148 事業所（62.7%）

が「賃上げを行った」としており、「賃金を据置いた」が 45 事業所（19.1%）、「賃金の減

額を行った」が 1事業所（0.4%）となった。前年に比べ、「賃上げを行った」が 0.9 ポイ

ント増、「賃金を据置いた」が 1.6 ポイント増、「賃金の減額を行った」が 0.0 ポイント

差で同率となっている。 

また、調査時点（６月１日）において賃金改定を実施していない事業所のうち「今後、

賃上げを予定」が 42 事業所（17.8%）、「今後、減額を予定」が 0 事業所（0.0%）となっ

ている。（第２図表）（第３図表） 

 

 第２図表 春季賃金改定状況 （有効回答企業数 236 事業所） 

 

 

(前　年 )

賃 上 げ を 行 っ た 148事業所 62.7% ( 61.8% )

賃 金 を 据 置 い た 45事業所 19.1% ( 17.5% )

賃 金 の 減額 を行 った 1事業所 0.4% ( 0.4% )

今 後 、 賃上 げを 予定 42事業所 17.8% ( 20.4% )

今 後 、 減 額 を 予 定 0事業所 0.0% ( 0.0% )
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第３図表 春季賃金改定業種別状況 

 

 

 

「賃上げを行った」とする 148 事業所の改定内容は、「定期昇給・ベースアップ共に行った」

が 37.2% 、次いで、「定期昇給・ベースアップの区別なく賃上げを実施した」 30.4%、「職階、

貢献度等に応じた個別対応を行ったが、トータルとしては賃上げを実施した」16.2%、「ベー

スアップを据置き、定期昇給のみ行った」 9.5%、「定期昇給は据置き、ベースアップのみ行

った」6.8%となっている。（第４図表） 

「賃金を据置いた」とする 45 事業所の内容は、「全員一律に据置いた」88.9%、「職階、貢

献度等に応じた個別対応を行ったが、トータルとしては据置きを図った」11.1%となっている。

（第５図表） 

「賃金の減額を行った」とする 1 事業所の改定内容は、「全員一律に賃金水準の引き下げを

行った」であった。（第６図表） 

 

事業所 事業所 事業所 事業所 事業所 事業所

236 148 45 1 42 0

合 計 158 100 29 1 28 0

食 料 品 20 15 3 0 2 0

繊 維 ・同 製品 18 10 5 0 3 0

木 材 ・木 製品 19 6 8 0 5 0

出 版 ・ 印 刷 13 4 6 1 2 0

窯業・土石製品 15 8 3 0 4 0

化 学 13 12 0 0 1 0

金 属 ・同 製品 24 18 1 0 5 0

機 械 ・ 機 器 24 19 2 0 3 0

そ の 他 12 8 1 0 3 0

合 計 78 48 16 0 14 0

運 輸 12 4 4 0 4 0

建 設 20 14 1 0 5 0

卸 売 14 11 2 0 1 0

小 売 16 8 8 0 0 0

サ ー ビ ス 16 11 1 0 4 0
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第４図表 賃上げの内容 

 

(回答企業数 148 事業所) 

 

 

 

 

 

 

第５図表 据置きの内容  

 

(回答企業数 45 事業所) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６図表 減額の内容 

 

(回答企業数 1事業所) 

 

 

 

( 前　年 )

定 昇 ・ ベ ア 実 施 55事業所 37.2% ( 35.3% )

ベ ア の み 実 施 10事業所 6.8% ( 4.0% )

定 昇 の み 実 施 14事業所 9.5% ( 12.7% )

区 別 な く 実 施 45事業所 30.4% ( 33.5% )

個 別 対 応 24事業所 16.2% ( 14.5% )

( 前　年 )

一 律 据 置 40事業所 88.9% ( 83.7% )

個 別 対 応 5事業所 11.1% ( 16.3% )

( 前 　年 )

一 律 引 き 下 げ 1事業所 100.0% ( 0.0% )

個 別 対 応 0事業所 0.0% ( 100.0% )

諸 手 当 の み 減 額 0事業所 0.0% ( 0.0% )

基 本 給 の み 減 額 0事業所 0.0% ( 0.0% )
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 ２．春季賃上げ額の状況 

 

「賃上げを行った」148 事業所のうち、有額回答があった 128 事業所の賃上げ額は、

全産業平均 10,257円、率 3.73％で、前年実績との比較では、額で 1,489円増、率で 0.43

ポイント増となっている。（第７図表） 

 

第７図表 春季賃上げ年度別推移 
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 ３．業種別賃上げ状況  

 

業種別の賃上げ状況は、製造業平均では額で 9,918 円、率で 3.75％となり、前年実績

との比較では、額で 1,511 円増、率で 0.46 ポイント増となっている。 

非製造業平均では額で 11,059 円、率で 3.71％となり、前年実績との比較では額で

1,437 円増、率で 0.40 ポイント増となっている。 

 

 第８図表 業種別賃上げ状況（回答事業所による単純平均で算出） 

 

 

 

 

 

 

所定内給与 実績額 率 実績額 率 額 上昇率

円 円 ％ 円 ％ 円 ﾎﾟｲﾝﾄ 事業所

274,696 10,257 3.73 8,768 3.30 1,489 0.43 128

平 均 ・ 合 計 264,689 9,918 3.75 8,407 3.29 1,511 0.46 90

食 料 品 268,453 10,465 3.90 10,647 4.14 ▲182 ▲0.24 15

繊 維 ・同 製品 242,636 10,130 4.17 7,150 3.06 2,980 1.11 10

木 材 ・木 製品 297,534 11,655 3.92 8,375 2.89 3,280 1.03 3

出 版 ・ 印 刷 226,400 6,737 2.98 5,601 2.57 1,136 0.41 4

窯業・土石製品 263,337 12,567 4.77 7,863 3.15 4,704 1.62 6

化 学 272,606 9,095 3.34 8,987 3.40 108 ▲0.06 12

金 属 ・同 製品 263,368 10,867 4.13 8,394 3.29 2,473 0.84 16

機 械 ・ 機 器 272,727 8,918 3.27 6,649 2.51 2,269 0.76 16

そ の 他 267,730 8,918 3.33 10,276 3.98 ▲1,358 ▲0.65 8

平 均 ・ 合 計 298,398 11,059 3.71 9,622 3.31 1,437 0.40 38

運 輸 284,499 7,360 2.59 7,460 2.66 ▲100 ▲0.07 5

建 設 306,298 13,089 4.27 10,503 3.50 2,586 0.77 9

卸 売 310,554 9,261 2.98 8,094 2.70 1,167 0.28 9

小 売 286,880 8,214 2.86 10,084 3.53 ▲1,870 ▲0.67 5

サ ー ビ ス 293,055 14,123 4.82 11,055 3.90 3,068 0.92 10
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 ４．規模別賃上げ状況 

 

規模別における賃上げ状況は、製造業では「21～ 30人」が10,904円（4.14％）で最も

金額が高く、非製造業では「101～300人」が14,470円（5.12％）で最も金額が高くなっ

ている。（第９図表） 

 

 第９図表 規模別賃上げ状況（回答事業所による単純平均で算出） 

 

 

 

所定内給与 実績額 率 実績額 率 額 上昇率

円 円 ％ 円 ％ 円 ﾎﾟｲﾝﾄ 事業所

  1～ 20人 262,268 9,905 3.78 8,315 3.29 1,590 0.49 32

 21～ 30人 263,665 10,904 4.14 7,316 2.89 3,588 1.25 14

 31～ 50人 273,831 8,920 3.26 8,408 3.18 512 0.08 18

 51～100人 257,633 10,711 4.16 8,617 3.47 2,094 0.69 15

101～300人 267,696 9,255 3.46 9,776 3.76 ▲521 ▲0.30 11

  1～ 20人 294,311 9,776 3.32 8,033 2.79 1,743 0.53 13

 21～ 30人 299,940 12,999 4.33 9,515 3.28 3,484 1.05 10

 31～ 50人 329,433 9,973 3.03 9,623 2.97 350 0.06 6

 51～100人 281,625 9,986 3.55 10,989 4.04 ▲1,003 ▲0.49 6

101～300人 282,444 14,470 5.12 14,131 5.03 339 0.09 3
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 ５．賃上げ分布状況 

 

   賃上げ額の分布状況をみると、「１３千円以上」が 27.3％で最も多く、次いで「７～

８千円未満」が 10.9％、「１０～１１千円未満」が 9.4％となっている。（第 10図表） 

   次に、賃上げ率の分布状況をみると、「２～３％未満」が 22.7％で最も多く、次いで

「３～４％未満」が 18.0％、「４～５％未満」と「５～６％未満」が 15.6％となってい

る。（第 11 図表） 

 

 第 10 図表 賃上げ額分布状況 

 

 

第 11 図表 賃上げ率分布状況 
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